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1.木造住宅密集地域での火災 

 

平成 10年 2月 4日夕刻,目黒区駒場1

丁目で,東京では 3 年ぶりの大規模延焼

火災が発生した(1)。 

東京消防庁は 17 時 55 分に覚知(ll9

番通報)後,直ちに 4 署から 6 隊を出動

させ,その後「第 2出場」を発令し,消防

ポンプ車 28 隊等計 49 隊を出場させた

が,約2時間後の延焼防止までに全焼IO

棟など計 21 棟,約 550 ㎡が焼失,1 名が

軽く火傷し 30 世帯がり災した(図 1,写

真 1)。 

火災拡大の「素因」は,出火元が留守

であったため発見が遅れたこと(消防隊

が到着した時点では出火建物の南北か

ら火炎が噴出している状態),および,約

8m の段差がある北向き斜面(傾斜は約

40度)の最低地の南北に4棟が並んでい

る行き止まり路地の最奥(南)が出火建

物であったことであり,「必須要因」は

焼失区域が木造住宅密集地域(2)であっ

たことである。 

しかし,出火時は 10 日間以上乾燥注

意報が発令されており,4～5m/秒の北北 
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西の風が吹いていたこと,狭阻な行き止ま

り道路で構成されている市街地のため十分

な消防活動が行ない得なかったこと,等々

が「拡大要因」であったことは否定できない。 

この火災は 9 消防活動が困難な木造住宅

密集地域では,いくつかの要因が重なり合

うと容易に延焼拡大することを示したばか

りではなく,①隣棟間隔が狭い木造住宅密

集地域では煙や炎の認知が難しく,火災発

見が遅れる,②留守宅が多い場合には,十分

な延焼防止行動がなされない,③傾斜地で

の風下方向の延焼拡大は予想外に早い,

等々の数々の教訓をもたらした。 

 

 

2.阪神・淡路大震災での延焼火災 

 

一方,平成 7 年の阪神・淡路大震災では,

木造住宅密集地域での家屋倒壊や火災延焼

がクローズアップされ,木造住宅密集地域

の安全性向上の必要性が改めて認識され,

さまざまな施策が実施されつつある(3)。 

阪神・淡路大震災での延焼性状等につい

ては拙論(4)を参照されたいが,その実態は,

①半数以上が隣棟以上に拡大しており,神

戸市灘区以西では約 2/3 が集団火災となっ

ている,②発震から約15分後以降の出火は,

その 3/4 が 1,000 ㎡以下で焼け止まってい

る,③無風時の風下延焼速度は 20m/時程度

である,等々が指摘できる。 

このような延焼の実態を分析すると,①

過去の地震時と比較して出火率は低いもの

の,激烈な震動のため住民の初期消火が十

分に行なわれず,また,発震直後の出火の火

災拡大が急速であった,②消防隊数を大き

く上回る出火があったこと,および,家屋倒

壊等による交通障害やライフライン途絶に

よる消防水利の不足によって消防活動の効

果が十分に発揮できなかった,③延べ床面

積ベースでの木造率が 45%を超えると大規

模火災に発展する可能性が大きく,また,一

棟当りの平均宅地面積が100㎡(平均的な隣

棟間隔が 0.6～3m)を下回ると 33,000 ㎡以

上の大規模火災となる,等々が上げられる。 

阪神・淡路大震災では,火災拡大中の風速

が無風から 4.8m/秒とほぼ静穏な気象条件

であったため,開口部がなく剥落のなかっ

たモルタル外壁,2～4m の細街路,生け垣等

の樹木等による延焼防止効果が指摘されて

いるが,市街地状況と延焼性状との関連が

明確にとらえられたことは,今後の木造住

宅密集地域での防災まちづくりへの大きな

教訓と言えよう。 

 

 

3.市街地条件と火災の拡大 

 

現在の市街地には延焼を促進する要因と

阻止する要因とが混在し,図2に示すように

それらが火災の延焼に複雑に絡み合ってい

る。 

もっぱら延焼を阻止する要因としては,

消防活動条件があげられるが,阪神・淡路大

震災時のように,家屋倒壊等によって街路

閉塞や防火水槽の損傷が発生したり,上水

道の供給停止によって消火栓の利用が不可

能となると消防活動は著しく阻害され,延

焼阻止能力が一段と低下する。 

市街地条件は,線的および面的な施設や

連担した耐火建築物が延焼阻止に効果的で 
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ある(木造密集地域に孤立している耐火建

築物が炎上すると,"かまど現象"によって

延焼を助長することもある(5))。 

傾斜地では,ある程度の風速を超えると

火炎や熱気流が斜面に沿って上昇するため

延焼を助長し(たとえば,はじめに示した東

京・目黒での火災),逆に,無風状態では,炎

上区域に発生する上昇気流によって全ての

火災前面が風上方向となり,高い擁壁等は

延焼阻止効果を発揮することもある(たと

えば,阪神・淡路大震災時の神戸市兵庫区松

本通りでの焼け止まり)。しかし,現段階で

は,地形条件が火災延焼に及ぼす影響は定

量的に分析されていない。 

我が国での延焼促進要因の第一

は,気象条件であり,地震時の火災

拡大による市街地大火を除けば,ほ

とんどの市街地大火は強風下で発

生している。 

路上堆積物は,ユ 993 年の北海道

南西沖地震時の奥尻町青苗地区(津

波によって流出した家屋の残骸)や

阪神・淡路大震災(震動による家屋

の路上への倒壊)での火災拡大に寄

与していたものと思われる。しかし,

阪神・淡路大震災では,危険物施設

であるガソリンスタンドは,高い防

火壁が功を奏して延焼していない。 

 

 

4.市街地の延焼危険性の定量

的把握 

 

1)mn 比 

市街地条件が延焼促進要因として寄与す

るのは,密集した木造建築物の連担である

(建蔽率と木造率が高い市街地)。一般に建

蔽率は建築面積ベースでの混在率を用いた 

 

によって表される延焼速度比:n で代替さ

れ,mn 比が街区レベルの延焼力の程度を示

す指標となる(6)。 

 

2)不燃領域率:F,および,Ft 

多数の街区から構成される数十haの地区

レベルでは,不燃領域率:F という指標が用 
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いられる。不燃領域率が 70%を超えると数棟

レベルで火災は自然鎮火し,50～70%では自

然焼け止まりが期待できる(7)。 

不燃領域率:Fは,1977年から1981年まで

の 5 力年間にわたって実施された建設省総

合技術開発プロジェクト「都市防火対策手

法の開発」によって提案されたものである

が,当時の利用可能な市街地データは東京

消防庁の「市街地状況調査」以外にはほとん

どなく,空地率の算出式は「市街地状況調査」

の区分に従わざるを得なかった。 

東京都では,阪神・淡路大震災における木

造住宅密集地域での被害を踏まえて,昭和

56 年 5月に策定した「都市防災施設基本計

画(8)」を大幅に改定し「防災都市づくり推

進計画(2)」を策定した。ここでは,上記の不

燃領域率:F の算定式の空地率と不燃化率を,

地区レベルでの小規模な空地や近年の建築

構造の多様化に対応して, 

 

のように再定義して,新たに不燃領域率 Ft

とした。 

そして,早急に整備すべき市街地である

「重点整備地域」の目標値を,"不燃領域

率:Ft を 40%以上"とし,この目標値を"おお

むね10年以内"に達成することとしている。 

 

3)延焼危険度 

東京消防庁では,「東京都震災予防条例」

に従って,これまで,5 回にわたって"地域別

延焼危険度"を測定してきている(9)。 

最新の第 5回の測定方法は,阪神・淡路大

震災における木造家屋等の倒壊による延焼

速度への影響を加味した新たな延焼速度

式:東消式97(1◎を用いて,250m×250mメッ

シュを対象として,風向:北北西,風速二 6m/

秒下における,9 カ所の出火点からの 60 分

後の焼失面積及び延焼面積の平均をO[O㎡]

から 9.[16,000 ㎡以上]までの 10 ランクで

表わしたものである。また,危険物等による

延焼助長力と消防力とを加味した場合と加

味しない場合も検討している(したがっ

て,1 つのメッシュを対象として,9×2×

2=36 回の延焼シミュレーションが行なわれ

ている)。 

 

 

5.防災まちづくりの効果評価に向けて 

 

前章で述べた市街地の延焼危険性を定量

的に把握する 4つの方法のうち,「mn 比」は

簡便であるが概括的に延焼危険性を把握し

ようとするものであり,「延焼危険度」

は,1/2,500 地形図レベルで 1棟単位の建物

等をデータとして必要としており,必ずし
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も簡便な方法とは言い難い。 

それに対して,「不燃領域率:FおよびFt」

は,一定以上の大きさを有している地区を

対象として,簡便に,かつ,ある程度的確に

延焼の危険性を把握し得る指標である。 

一方,阪神・淡路大震災以降の防災まちづ

くり計画における目標値としては「不燃領

域率:F」が批判されている(11)。しかし,「不

燃領域率:F」は,数 10～100ha の"都市防火

区画"内の焼失率等を把握しようとするも

のであり,数 ha の広がりを対象とする防災

まちづくりの目標値とするべきものではな

いことは明らかである(この点は,「不燃領

域率:Ft」にも該当する)。 

防災まちづくりの一つの考え方は(12),

住民自身による防災診断を踏まえ,消防・避

難訓練や自主防災組織の拡充等の非施設的

な対策(ソフト対策)と並行して,雨水貯溜

を活用した"路地尊"等の消防水利の充実,

下水処理水等を利用した"せせらぎ"の創設,

敷地内緑化を取り入れた不燃化,"辻広場"

等を組み込んだ地区道路の整備,共同化に

よる不燃建物群の創出,地区防災道路と一

体化した街区整備 9 ブロック塀の生け垣化

や行き止まり道路の解消,地区防災道路と

防災活動拠点の整備等のきめの細かい施設

的な施策(ハード対策)を積み上げながら,"

まち"の耐災化や安全性の向上を推進して

いこうとするものである。 

したがって,防災まちづくりの効果評価

にあたっては,これら個々の施策を的確に

示す必要がある。 

昨今は,地方自治体レベルにおいても地

理情報システム:GIS が導入され,「都市計画

基礎調査」等への GIS の利用も始まり,幅員

6m 以上の道路率や耐火率等のマクロな指標

ではないミクロな指標の作成も容易になり

つつある。また,mn 比や不燃領域率には,多

様化しつつある建物構造や木造三階建て住

宅の容認等による市街地の中高層化に即応

しているとは言い難く,この点でも新たな

指標の指示が必要となってきている。 

また,技術的・研究的な面では,建物単体

の火災の相隣への拡大過程と市街地大火の

焼け止まりについては,ある程度解明され

てきているが,相隣への延焼から街区火災・

市街地大火へのプロセスは解明されていな

い(13)。 

防災まちづくりの効果評価は,個々の施

策を独立に評価するのではなく,いくつか

の施策が有機的に実施された場合の効果を

複合的に行なうことが必要とされる。その

ためには,"地域別延焼危険度"の測定に用

いられている延焼シミュレーション・モデ

ル(1φの考え方を利用し,1 街区から数街区

を対象として,セットバック,地区内道路,

辻広場等の空地系の市街地構成要素を加味

した構造別階数別建物,植栽・生け垣等々の

非空地系の市街地構成要素間の最短距離の

平均等々の指標を用いた,新しく簡便な延

焼危険性を表わす指標の開発が必要とされ

る。 
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